
岩沼市中小企業・小規模企業振興基本条例（案）（補足付き） 

 

【 前文 】 

本市は、古くから街道と阿武隈川の舟運が交わる交通の要衝であり、文人墨

客をはじめ多くの旅人が訪れる宿場町、そして竹駒神社の門前町として栄えて

きた。近年においても、国道４号・６号及び東北本線・常磐線の合流点であり、

仙台空港が所在するなど交通の便の良さに加え、雪の少ない温暖な気候である

ことから、多数の企業が進出し商工業都市として着実に発展してきている。 

東日本大震災では、壊滅的な被害を受けた企業が多かったが、互いに支え合

い、行政などと連携することで、多くの企業が比較的早期に事業を再開してい

る。 

こうした商工業都市としての発展及び被災からの事業再開に大きな役割を果

たしたのは、本市の事業者の大部分を占める中小企業・小規模企業である。中

小企業・小規模企業は、これまで雇用確保や人材育成に努めるなど地域経済の

成長に寄与してきた。また、そこで働く人々は、地域活動を通じて社会、文化

及び伝統を支え、まちづくりの担い手として地域の発展に大きく貢献してきた。

このことから、本市が持続的に発展していくためには、中小企業・小規模企業

の存続が必要である。 

しかしながら、経済の国際化による競争激化、人口減少に伴う消費の縮小、

少子高齢化に伴う労働力・後継者不足及び自然災害の多発など、企業の経営環

境は極めて厳しい状況である。このような中、中小企業・小規模企業が存続し、

発展していくためには、まずは自らの自主的な努力及び創意工夫を基本としな

がらも、市、中小企業振興団体、大企業、金融機関等、学校及び市民が中小企

業・小規模企業への理解を深め、それぞれの立場で力を出し合い、支え合い、

まちづくりの一環として中小企業・小規模企業の振興に取り組むことが重要で

ある。 

よって、ここにこの条例を制定する。 

 

〈補足〉 

本条例の趣旨を明らかにするため前文を設けています。前文は具体的な法規

を定めたものではありませんので、前文の内容から直接的な効果は生じません

が、条例の一部を構成するものであり、各条項の解釈の基準を示すものです。 

 この条例の検討にあたり、ワークショップや検討委員会などで多くの市民の

方々から様々な意見をいただきました。その中には、岩沼のまちについて、

「生活に必要なインフラ施設やお店などがまとまっているコンパクトシティ」、

「誇れる歴史や豊かな自然がある」、「文化芸術に励む市民もたくさんいる」、

「地域コミュニティを充実させてほしい」、「地元愛を深め、自分たちはもち

ろん子ども達にも住み続けたいと思ってもらえるようなまちづくりをしてもら

いたい」という意見がありました。中小企業・小規模企業の振興は、中小企業

・小規模企業だけの課題ではなく、このような岩沼のまちづくりの一環として

取り組むべき課題であると位置づけています。 
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 （目的） 

第１条 この条例は、中小企業・小規模企業の振興について、基本理念を定め

るとともに、各主体の役割等を明らかにし、相互に協力することにより、そ

の振興に関する施策、取組等を推進し、もって地域経済の持続的発展及び市

民生活の向上を図ることを目的とする。 

 

〈補足〉 

 この条項では、条例の制定目的を定めています。条例の直接的な目的は、中

小企業・小規模企業の振興を図ることですが、最終的な目的は、岩沼市の経済

の持続的発展と市民生活の向上を図ることと規定しています。 

 この条例は、中小企業・小規模企業の振興に関する基本的な方向性や姿勢を

各主体等に示す理念条例です。 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 中小企業・小規模企業 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項各号の規定による中小企業者及び同条第５項に規定する小規

模企業者であって、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

⑵ 中小企業振興団体 商工会、中小企業家同友会その他中小企業・小規模

企業の振興を行う団体をいう。 

⑶ 大企業 中小企業・小規模企業以外の事業者をいう。 

⑷ 金融機関等 銀行、信用金庫、信用組合、協同組合その他の金融機関及

び信用保証協会をいう。 

⑸ 学校 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条の規定による学校

をいう。 

⑹ 各主体 市、中小企業・小規模企業、中小企業振興団体、大企業、金融

機関等、学校及び市民をいう。 

 

〈補足〉 

この条項では、この条例で使われる用語の意義を明確にし、解釈上の疑義を

なくすため用語の意義を定めています。 
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（基本理念） 

第３条 中小企業・小規模企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推

進されなければならない。 

⑴ 中小企業・小規模企業の自主的な努力及び創意工夫を尊重すること。 

⑵ 各主体が連携し、効果的な施策、取組等を実施すること。 

⑶ 市場原理及び適正な商取引に留意しつつ、経営資源の確保が困難である

ことが多い中小企業・小規模企業の状況に配慮した受注機会の拡大に努め

ることにより、地域経済の循環と活性化に資すること。 

⑷ 人材、技術、産業基盤、自然、文化、歴史、伝統等の地域資源の積極的

な活用を図ること。 

 

〈補足〉 

この条項では、中小企業・小規模企業の振興を推進するに当たり、各主体が

念頭に置いてほしい基本理念を定めています。 

中小企業基本法第３条の基本理念において、「中小企業者の自主的な努力が

助長されることを旨とし（中略）その多様で活力のある成長発展が図られなけ

ればならない」とすることが規定されていますので、それに関わる規定を第１

号に持ってきています。 

第２号では、中小企業・小規模企業の振興は、これまでは各主体単独の取組

で終わってしまうことが多かったことから、各主体がネットワークをつくり、

連携して取り組むこととしています。 

第３号では、中小企業・小規模企業の受注機会を増やすことで、市内での経

済循環を進め、それによる地域経済の活性化を目指すこととしています。 

第４号では、地域資源の一つとして人材についてふれていますが、これには

起業にチャレンジする人や市民活動をしている人も含まれています。 
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 （市の役割） 

第４条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中

小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進するものとする。 

２ 市は、前項の施策の推進に当たり、各主体の意見を聴取し、適切に反映さ

せるとともに、積極的にその取組に関する情報を発信するよう努めるものと

する。 

 

〈補足〉 

この条項では、中小企業・小規模企業の振興に当たり、市の果たすべき役割に

ついて定めています。振興施策の企画・立案に当たっては、中小企業・小規模企

業を取り巻く環境の変化について意見を聴くなどして的確に捉え、効果的に実施

するほか、積極的にその情報発信にも努めるとしています。 

 

 

（中小企業・小規模企業の役割） 

第５条 中小企業・小規模企業は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の

変化に対応し、事業の成長発展及び地域経済の循環を推進するため、自主的

な努力及び創意工夫並びに中小企業・小規模企業同士の連携により、経営の

改善及び向上を図るよう努めるものとする。 

２ 中小企業・小規模企業は、地域における雇用の創出及び人材育成、円滑な

事業承継並びに意欲的に働き続けることができる労働環境の整備を推進する

よう努めるものとする。 

３ 中小企業・小規模企業は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を

改めて認識するとともに、地域社会との調和を図り、暮らしやすい地域社会

の実現に貢献するよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、中小企業・小規模企業の振興の当事者である中小企業・小規

模企業の役割について定めています。中小企業・小規模企業同士が連携し、自

らの持つ資源を活用した経営課題の解決に取り組むとともに、引き続き、地域

社会の発展に向けた取組を求めています。 
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（中小企業振興団体の役割） 

第６条 中小企業振興団体は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の

実態を把握し、当該実態に即した経営の改善及び向上について積極的に支援

するよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、中小企業・小規模企業を振興する団体の役割について定めて

います。中小企業振興団体には、中小企業・小規模企業の身近な相談相手とし

て密接な関わりを求めています。 

 

 

（大企業の役割） 

第７条 大企業は、基本理念にのっとり、地域社会を構成する一員としての社

会的責任を改めて認識するとともに、事業活動を行うに当たっては、中小企

業・小規模企業の成長発展に配慮するよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、大企業の役割について定めています。大企業は、企業数は少

なくても、地域経済において大きな影響を持っていることから、地域社会の担

い手としてはもちろん、中小企業・小規模企業への配慮についても求めていま

す。 

 

 

（金融機関等の役割） 

第８条 金融機関等は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の経営支

援及び資金需要に対する適切な対応等により、中小企業・小規模企業の経営

の改善及び向上に配慮するよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、金融機関等の役割について定めています。金融機関等には、

中小企業・小規模企業が事業活動を行う上で必要不可欠な資金需要やビジネス

マッチングなどへの密接な関わりを求めています。 
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（学校の役割） 

第９条 学校は、基本理念にのっとり、職業に関する理解を深める学習を通じ

て、児童、生徒及び学生の職業及び勤労に対する健全な意識の醸成に取り組

むよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、学校の役割について定めています。身近な地域の企業や経済

の仕組みについて早くから触れることで、将来、社会の一員になる意識が徐々

に形成され、地域を支える人材の育成につながると考えられることから、学校

には、職場見学や体験などの機会を継続して設けるよう求めています。 

 

 

（市民の理解及び協力） 

第１０条 市民は、基本理念にのっとり、地域経済の持続的発展及び市民生活

の向上を図るに当たり、中小企業・小規模企業が果たす役割を理解し、その

健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、市民の理解と協力について定めています。市民には、中小企

業・小規模企業の振興と地域で経済が循環する仕組みづくりの必要性について

理解した上で、物品を買ったり、サービスを受けたりする場合には、市内のお

店を利用するなど自発的な協力を求めています。 

 

 

（各主体の連携及び協力） 

第１１条 各主体は、第４条から前条までに規定する役割等をそれぞれが適切

に果たしていくため、中小企業・小規模企業の振興に関する施策、取組等に

関する協議を行い、その実施について相互に連携し、及び協力するよう努め

るものとする。この場合において、市は、当該協議の場を設ける等、各主体

の連絡調整を行うものとする。 

 

〈補足〉 

この条項では、本条例の実効性を担保するため、各主体が集まり協議する場

を設けることについて定めています。条例制定後、この条項を受けて、「岩沼

市産業振興会議」を設置する予定です。 
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（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

〈補足〉 

この条項では、本条例の施行に当たって必要な場合は、市長が規則や要綱等

を別に定めるとしています。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 


